
































1.  はじめに 
 
わが国は、高齢化の進展が著しい。国民年金が創設され国民皆年金が実現した 1961 年の
前年に行われた国勢調査によると、日本の総人口 9430 万人に対して 65 歳以上の高齢者は
540 万人（5.7％）に過ぎなかったが、1980 年にはこの高齢者が 1065 万人（9.1％）とほぼ
倍増し、2005 年には 2567 万人（20.1％）と 2 割を超え、世界で最も高齢化が進んだ国と
なっている。 
さらに、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計1によれば、近い将来、世界に類を見
ない超高齢社会の到来が予測されている。65 歳以上の高齢者数は、2030 年には 3667 万人
（31.8％）に増加し、そのうち、一人暮らしの高齢者は 2005 年の 387 万人から 717 万人
に増加し、老人ホームなどの施設入所者も 2005 年の 138 万人から 371 万人に増加すると
見込まれている。2030 年には、一人暮らしまたは施設に暮らす高齢者が 1088 万人と、実
                                                  
1  日本の将来推計人口（2006 年 12 月推計）及び日本の世帯数の将来推計（2008 年 3 月
推計）による。 2 
 
に 1 千万人を超える水準に到達するものと予測されているのである。 
一方、これらの高齢者の生活の主柱となる公的年金制度については、1960 年代から 70
年代にかけて大きく発展し、2008 年 3 月末における加入者総数は 7003 万人、老齢基礎年









1980 年では 65 歳以上の高齢者のうち年金を受給していない者2が 8.8％（男 6.8％、女
10.2％）であったが、2007 年では 4.6％（男 4.7％、女 4.8％）まで低下し、男女差もほと
んど解消されてきている。また、国民年金受給権者の平均年金月額3をみると、1980 年では













年後に初めて現れるものも少なくない。 1985 年改正では、 国民年金を全国民に適用拡大し、
全国民共通の基礎年金とその上乗せである報酬比例の厚生年金・共済年金を支給する制度
                                                  
2  社会保険庁「公的年金加入状況等調査」によると、2004 年における無年金者の比率は
2.5％である。無年金者の比率は調査方法等により異なるが、ここでは、長期時系列データ
が得られる 「国民生活基礎調査」 （1986 年前は 「厚生行政基礎調査」 ） の調査結果を用いた。 
3 1980 年は拠出制国民年金の受給権者の平均年金月額、 2007 年は基礎年金のみの者の平
均年金月額である。 
4 2005 年を 100 とした 1980 年の消費者物価指数（総務省統計局）は 76.9 であり、この












2. 1985 年年金制度改正とその考え方 
 
現時点の高齢者の年金に大きな影響を与えているのは、 基礎年金が導入された 1985 年改
正6である。 1985年改正が検討されていた1980年頃は、 先に述べたように、 高齢化率は9.1％
に過ぎなかったが、本格的な高齢化社会の到来が予測されており、年金制度の今後のあり
方について各方面から様々な意見が出されていた時期である。 












1979 年 4 月に「わが国の年金制度の改革の方向―長期的な均衡と安定を求めて―」と題し
て、給付と負担の関係が明確な社会保険方式を維持する方向での改革が報告された。この
報告は、社会保障制度審議会の建議とは対照的に、改革の実現可能性を重視し、社会保険
                                                  
























金月額（ボーナスを除く）の 68％になるものと見込まれていたが、今後 40 年加入が一般的
になると給付水準が 83％にも達し、 さらにその妻が国民年金に 40 年間任意加入をしていた
とすると、 夫婦の年金水準が 109％にも達することと見込まれた。 制度の成熟化に伴う平均
加入年数の伸長に合わせて、定額部分の単価と報酬比例部分の乗率を 20 年かけて徐々に逓

















































3.  年金額の分布にみられる制度改正効果 
 
3.1.  平均的な年金額の推移 
 









表 1   平均年金額の推移（万円） 
2000 2003 2006 2000 2003 2006
総数 194.8 188.9 187.3 96.6 96.2 98.9
65-69 198.4 190.1 187.8 97.6 93.1 94.6
70-74 203.3 193.6 186.4 102.3 100.7 98.0
75-79 188.6 196.2 195.1 92.5 97.2 106.4
80-84 180.0 170.1 185.7 94.2 93.3 97.9




                                                  
7  調査時点（各年 6 月 1 日）において年金受給者であるが、前年の年金受給額がゼロの者
については、集計対象から除外した。 
8  満額の基礎年金月額は、2000 年度 67,017 円、2003 年度 66,417 円、2006 年度 66,008




















表 2   年金受給額の中央値の推移（万円） 
2000 2003 2006 2000 2003 2006
総数 190 184 190 80 79 80
65-69 200 192 198 81 80 80
70-74 200 190 191 80 80 81
75-79 180 190 197 70 76 83
80-84 150 145 170 63 70 72





  また、2006 年では、75 歳以上 79 歳未満の年金額の中央値が最も高くなっている。いわ
ゆる普通の人の年金額は、 ほぼ 80 万円で一定の状態にあるが、 75 歳以上では死別による遺
族年金の受給者が多くなるため、年金額が高くなる傾向にある。実際、75 歳以上 79 歳未満
の女性の受給者のうち、有配偶者の中央値が 72 万円であることに対して、死別者の中央値
は 104 万円となっており、30 万円以上もの差がみられる。なお、80 歳以上の女性では有配
偶者の年金額が著しく低い（85 歳未満 46 万円、85 歳以上 44 万円）ため、死別者の年金額
が高くても（同 92 万円、78 万円）低い水準にとどまっている。これは、80 歳以上の女性
（基礎年金導入時 60 歳以上）に対しては、1985 年改正における女性の年金権の確立の効8 
 
果が及んでいないためと考えられる。 





3.2.  無年金・低年金者の比率の推移 
 




表 3は、 年金受給額が 50 万円未満の者の比率の推移を性別・年齢階級別にみたものであ
る。男女とも若い世代ほど無年金・低年金者の比率が低くなっており、改正の効果が着実
に現れている。2000 年に 85 歳以上の女性では、半数近い高齢者が無年金・低年金であっ
たが、最近高齢者の仲間入りをした女性は、この比率が 20％を下回る水準まで低下してい
る。一方、男性でも 4 分の 1 が無年金・低年金であったが、最近では 10％を下回る水準ま




表 3   年金受給額 50 万円未満の者の比率の推移 
2000 2003 2006 2000 2003 2006
総数 10.0% 9.3% 9.2% 29.4% 26.8% 23.8%
65-69 8.1% 7.2% 8.1% 21.1% 20.5% 19.1%
70-74 7.6% 8.1% 8.5% 27.4% 22.5% 19.2%
75-79 12.8% 9.6% 8.6% 35.3% 31.4% 22.6%
80-84 12.4% 14.5% 11.8% 35.8% 32.7% 33.9%







以上 70 歳未満では 19.1％、 70 歳以上 75 歳未満では 19.2％と世代による差がほとんど見ら
れなくなっている。今後どうなるかわからない面も多いが、仮にこのような状況が続くと










の格差が大きく、2006 年のジニ係数を受給者全体でみると男性が 0.317 であることに対し




表 4   年金受給額に関するジニ係数の推移 
2000 2003 2006 2000 2003 2006
総数 0.337 0.326 0.317 0.390 0.373 0.364
65-69 0.314 0.300 0.296 0.350 0.329 0.336
70-74 0.322 0.320 0.303 0.398 0.365 0.341
75-79 0.356 0.331 0.321 0.406 0.402 0.367
80-84 0.382 0.373 0.361 0.415 0.385 0.407









制度、基礎年金給付の 2 分の 1 の国庫負担など、相当な水準の所得再分配機能を有してい
る。たとえば、2006 年の現役世代の稼働所得のジニ係数を算定（筆者推計）すると、45 歳













表 5は、50 万円未満のいわゆる無年金・低年金の高齢者と 50 万円以上の年金を受給し
ている高齢者の子供との同居率を比較したものである。年齢が高くなるほど、子供との同
居率が高くなっていくが、年金額の多寡により、子供との同居率に大きな差がみられる。
たとえば、70 歳代前半では、男女とも 10 ポイント以上の差がみられ、70 歳代後半では若




表 5   年金額の多寡別にみた子との同居の比率（2006 年） 
50万円未満 50万円以上 50万円未満 50万円以上
総数 44.1% 37.7% 54.0% 41.4%
65-69 34.3% 38.6% 43.1% 36.9%
70-74 45.2% 33.5% 47.9% 36.5%
75-79 41.6% 36.6% 45.9% 38.5%
80-84 50.6% 42.2% 61.3% 52.3%













































きる最低ラインであろう。 65 歳から 74 歳までの年金給付の格差が過去の保険料拠出の合計
額を上回っているため、損得による不公平感がある程度解消できるからである。 




                                                  
9 2008 年度の国民年金の未納率は 37.9％であり、強制加入といえる状況にはない。 
10  この方策は他にも様々なメリットがある。詳細は、稲垣「将来における高齢者の等価
所得からみた年金制度のあり方―75 歳以上高齢者への最低保障年金の導入について」駒村
編『年金を選択する』慶應義塾大学出版会（2009）pp.233-252 を参照のこと。 